
 「省エネルギー・非化石エネルギー転換技術戦略 2024（案）」への提出意見とその反映結果 2024/5/22 

項目 ページ 提出意見概要 提出意見の反映結果 赤字部分が修正・追記された部分 

３．各部門における省エネルギ

ー重要技術 

３．１ エネルギー転換・供給部

門 

３．１．１ エネルギー転換・供

給部門の個別技術開発の方向

性 

本文 P3 ・ 「省エネルギー技術戦略 2016」策

定時にコージェネは重要技術と位

置付けられていたが、現在もコージ

ェネの普及推進は政策目標として

引き続き位置づけられているため、

コージェネを重要技術とすべき。 

・コージェネレーション技術は、

2050 年のカーボンニュートラルの

実現に向け、推進すべき分散型エネ

ルギーリソースの一つとして位置

づけられ、脱炭素燃料も利用可能な

システムとして導入拡大に取り組

む方針が示されている。 

・第 6次エネルギー基本計画に付属

する 2030 年度におけるエネルギー

需給の見通しの中で、コージェネレ

ーション普及見通し：2030 年 / 798

億 kWh とされており、さらなる導入

促進が政策目標となっている。 

・徹底した省エネルギーの推進とし

て「家庭向けにはヒートポンプ式給

湯器や家庭用燃料電池などの省エ

ネ機器普及を促進する」と、GX実現

に向けた基本方針に示されている。

熱需要の脱炭素化･熱の有効利用に

貢献している家庭用燃料電池につ

いて明記をお願いしたい。 

(略) 

火力発電については、太陽光や風力の出力変動を吸収し、需給バランス調整を行う調整力や、急な電源脱落などによる周波数の

急減を緩和し、ブラックアウトの可能性を低減する慣性力といった機能により、電力の安定供給に貢献しており、再生可能エネル

ギーの更なる導入拡大が進む中で、再生可能エネルギーの変動性を補う調整力・供給力として、当面必要である。2050 年カーボン

ニュートラル実現を見据えた上で、非効率石炭火力のフェードアウトや、よりクリーンな天然ガスへの転換を進めるとともに、次

世代化・高効率化を推進しつつ、水素・アンモニアの脱炭素燃料の混焼や CCUS 等の火力発電からの CO2 排出を削減する措置の促

進、火力運用の効率化・高度化のための技術開発、コージェネレーションの導入促進等が重要となる。 

(略) 

３．１．２ 重要技術 本文 P3 
 

重要技術 省エネルギー個別技術例 

低炭素化・脱炭素化を実

現する発電技術 

水素混焼・専焼 GT、アンモニア混焼・専焼、バイオマス混焼・専焼、

アンモニア GT、CCUS 等火力発電の低炭素化・脱炭素化技術、SOFC、

PEFC、高効率 GT・GE 

次世代電力流通技術 高圧直流送電、配電技術、超電導技術、パワーエレクトロニクス技術 

供給側の調整力 系統用火力発電、エネルギー貯蔵併用システム、コージェネレーショ

ン等分散型電源 

需要側の調整力 需要量・再エネ発電量の予測技術、DR ・VPP 関連技術、DRリソース探

索、DR 対応機器、蓄電池、蓄熱等 

熱輸送技術 オンライン熱輸送（導管熱輸送）、オフライン熱輸送（蓄熱輸送）、熱

利用の最適化技術 

３．５ 部門横断 

３．５．１ 部門横断的な個別技

術開発の方向性 

本文 P8 産業部門、家庭・業務部門、運輸部門等個々の部門を越えて、幅広く用いられている技術については、部門の枠にとらわれず横

断的に開発に取り組むことにより、大きな省エネルギー効果が期待できる。 

エネルギーマネジメントシステムについては、給湯、空調、照明、EV・蓄電池、太陽光発電、コージェネレーション設備、燃料

電池等の需要家側の機器について、系統の状況に応じ、快適性を損なわず、最適制御を自動的に行うシステムの開発や実証・実用

化が行われている。再生可能エネルギー大量導入に伴う系統安定化や需要側エネルギーマネジメントへのニーズは高まっており、

建物レベル、工場レベルのエネルギーマネジメントに加えて、地域レベルの熱・電気のエネルギー需給を最適化することにより、

更なる省エネルギー化を進めることが重要となる。 

(略) 

３．６．１ 家庭の熱需要の省エ

ネルギーに資する技術 

本文 P10 家庭部門は、最終エネルギー消費全体の約 15%を占めている。そのうち、家庭部門の現在のエネルギー消費及び CO2 排出の約３

割が給湯に起因しており、2030 年の省エネルギー目標においても給湯が家庭部門のうち 22%と最大である。 

カーボンニュートラルに向けた動きの中、我が国の主な給湯器メーカーは、省エネルギー型の給湯器の開発・販売に加え、ヒー

トポンプ給湯機や家庭用燃料電池、ハイブリッド給湯機、水素燃焼型給湯器等の開発・販売を通じた「トランジション」に取り組

んでいる。 

(略) 
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 「省エネルギー・非化石エネルギー転換技術戦略 2024（案）」への提出意見とその反映結果 2024/5/22 

項目 ページ 提出意見概要 提出意見の反映結果 赤字部分が修正・追記された部分 

４．非化石エネルギー転換に係

る技術 

４．４ 産業部門に横断的な非

化石エネルギー転換技術 

本文 P14 産業部門に横断的な利用が想定される技術としては、エネルギー多消費産業におけるコージェネレーション等分散型電源の水素・

アンモニア混焼・専焼技術や、カーボンニュートラル工業炉（水素燃焼工業炉、アンモニア燃焼工業炉、高効率電気炉）等に関す

る技術がある。製造業の最終エネルギー消費は全体の約４割を占めており、こうした熱プロセスへの水素等の活用は脱炭素を進展

させる上で重要である。(略) 

低炭素化・脱炭素化を実現する

発電技術・供給側の調整力 

ロ ー ド

マ ッ プ

P1 

 

 

  （出典）経済産業省・NEDO 

 

 

 

 




